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一東アジアの多国問地球科学協力フォｰラムｰ

富樫幸雄1)

1.はじめに

CCOP(“シｰシｰオｰビｰ"と発音)は日本を含

め,東･東南アジアの11ヵ国が加盟する地球科学

分野の多国問協力のための政府間機関(国際機関)の

略称である.

この組織と地質調査所の協力の歴史は古く,創設

時にさかのぼる.しかも,その関係は今日まで一貫

して密接であったので,この略称もわが地質調査所

の職員にはすっかり耳になじんだものとたっている

と思う.ただし,ごく最近,つい昨年のことである

が,この略称は変えないまま,正式名称が変更され

たので,なにはともあれ,それを御紹介したい.

CCOPの新しい組織名称は,

恠��搭楮慴楮权潭楴�敦��慳����晳��

��捩�捥偲�牡��楮��慮�����

Asia"(東･東南アジア沿岸･沿海地球科学計画

調整委員会)

という.(第1図)

ちなみに,改正前の名称は“CommitteeforCoor-

摩�瑩潮潦�楮��獰散瑩湧景���牡�����

第1図

CCOPの新ロゴ.昨

年の組織名称の変更

にともたって改訂さ

れたばかりである.

蔦
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熟

inAsianOffshoreAreas''(アジア沿海鉱物資源共同

探査調整委員会)で,これが創立以来約30年近くも

の間使われていたおなじみのものである.

この新旧の名称を比較してみるとわかるとおり,

昨年の改正により,

(1)地理的には,海域のみたらず沿海陸域(海岸平

野など)も活動範囲となった

(2)対象分野としては,従来の鉱物資源(炭化水素

資源も含む)だけでなく,都市環境,自然災害な

ど応用地球科学全般にも拡がった

の2点が大きな特徴である.まさに｢名は体をあ

らわす｣で,何年もかけて論議されてきたこの名称

変更に,CCOPの現在の問題点と将来へ向げての

活動方向のすべてカミ集約されているといって良く,

そのあたりは本稿でもおいおい述べてゆくことにし

たい.

このたび,日本政府はCCOPの1995年(第32回)

年次総会と,それに伴なって開催される第26回管

理理事会を日本でホストすることに決め,CCOP

事務局にそのむね申し入れた.前回の日本開催は

1982年だったので,13年ぶりのことにたる.これ

を機会に,CCOPの現状を紹介するとともに,地

質調査所から見たその将来像たどについて簡単に述

べてみたい.なお,マレｰシアで開催された昨年の

CCOP年次総会の様子は六号の長谷ほか(1995)を

参照されたい.

2.CCOPの沿革と組織

2.1CCOPの沿革

CCOPはユ966年に国連ECAFE(エカフェ;アジ

1)地質調査所国際協力室

キｰワｰド:CCOP,東･東南アジア沿岸･沿海地球科学計画

調整委員会,政府間機関,名園間協力
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第2図

1100･120･140.

CCOP加盟国の分布.現在11カ国が加盟している.(1995年8月現在)

ア極東経済委員会)(現ESCAP:エスキャップ;

国連アジア太平洋経済社会委員会)の付属機関とし

て設立された.

設立の目的は,東アジア,東南アジアを含む西太

平洋地域において沿海域の非生物資源(炭化水素や

漂砂重鉱物など)の探査を共同で行うことにより,

この地域の経済開発に寄与することであったI

この設立は,国連が主導して行ったものではある

が,この地域唯一の先進工業国として日本政府の果

たした役割がきわめて大きかった.とくに,地質調

査所は日本政府の中核として大きな貢献を果たした.

(この際の経緯については,六号中の嶋崎(1995)を

参照されたい.)一

CCOPはその創立以来すでに29年が経過してい

るが,日本(とくに地質調査所)はCCOPをアジア

地域での広域的な国際路力活動の拠点としてとら

え,プロジ子クド資金の提供,専門家派遣,集団研

修の実施,テｰマ別地球科学図の出版,一部の定期

刊行物の出版だと,多面的な支援を一貫して続けて

きている.

1995年8月号

CCOPは当初,国連付属機関のひとつであり,

資金的にはUNDP(国連開発計画)に大きく依存し

ていた.しかし,その後,1985年頃からは徐州こ

国連のカサから離れ,現在では国連組織から独立し

た国際政府間機関(Interg0Yemmenta1Organセa-

tion)として活動している.ただし,国連機関と全く

無縁にたったわげではたく,ESCAPやUNEP(国

連環境計画)はCCOPの協力機関である.また,日

本のプロジニクト支援は亘SCAPへの鶴カファソド

(JECF)を通じてなされているのが現状である.

2.2CCO正の組織と構成

CCOP組織は以下のような,加盟国,準加盟国,

協力国,協力機関,技術顧問,事務局などから構成

される.

(1)加盟国(MemberComtry)

カンボジア,中国,インドネシア,日本,韓国,

マレｰシア,パプアニュｰギニア,フィリピン,

シンガポｰル,タイ,ベトナムの11ヵ国(第2

図)�
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写真1CCOP事務局の建物.ハンコック市内の大使館な

どが多い閑静な一角にある.(CCOP事務局提供)

�

罰ゑ閥D-OVε魯C目黒ε繍◇漣y

◎弄CC◎P◎帽蔓Cτ◎繕SR…茅

加盟国はCCOPに対する常駐代表(Permanent

Representative)を指名している.ほとんどの国で

は地質調査所に相当する政府機関の長がその任に当

たっている.

(2)準加盟国(AssociateMemberComtry)

現在のところなし

(3)協力国(CooperatingCount町)

オｰストラリア,ベルギｰ,カナダ,デンマｰ

ク,フランス,ドイツ,日本,オランダ,ノルウ

ェｰ,スウェｰデン,スイス,イギリス,アメリ

カ,ロシアの14ヵ国

協力国はCCOPプロジェクトに対し資金的,人

的などの面で支援すると共に,顧問グルｰプ(後述)

に参加してCCOP活動一般に助言を与える.協力

国は上述のとおり,欧米,オセアニアなどの先進国

よりなるが,その代表が所属するのも各国の地質調

査所相当機関である.日本は加盟国であると同時に

協力国であるところがユニｰクである.

(4)協力機関(CooperatingOrganizati㎝)

ESCAP(国連アジア太平洋経済社会委員会)

UNEP(国連環境計画)

ASCOPE(アセアン石油評議会)

CPCEMR(環太平洋エネルギｰ鉱物資源評議会)

IOc/UNESCO(ユネスコ政府間海洋学委員会)

(5機関)

(5)技術顧問および名誉顧問(Technica1Adviser;

���祁�楳敲�

後述する顧問グルｰプ会合に個人の立場で参加し,

CCOPの活動に対し外部から評価･助言を与える

立場の人達.

写真2CCOP新1日事務局長の引き継ぎ式(1995年3月).

立ち会いのタイ鉱物資源局プリチャｰ局長(左)に

宣誓するKm新事務局長(韓国)(右).中央は前

任者のWang氏(中国).(CCOP事務局提供)

写真3

現事務局長のSahng-

YupKim博士(韓国

KIGAM出身).1995年

から3年間の任期とな

る.(CCOP事務局提

供)

(6)事務局(Technica1Secretariat)

通常のCCOP活動と運営のカナメとなるのがこ

の事務局で,ただCCOPというと,しばしばこの

事務局を指すことになる.創立以来,事務局はタイ

のハンコックに置かれており(写真1),事務局長

(Director)以下,協力国から派遣された専門家や,

タイ人のいわゆるロｰカノレスタッフなど,目下,総

勢15名が働いている.

事務局経費については,各種プロジェクトの直接

経費,派遣専門家経費や一都の出版物を除き,基本

的には加盟国が拠出する拠出金でまかなわれてい

る.事務局長は3年毎に加盟国の選挙で選出され

る.この3月までは中国地質鉱産部出身のWang

Daxiong氏であったが,4月からは韓国KIGAM

出身のKimSahn-Yup博士が赴任している.(写真

2,写真3)

(7)連絡機関(CorrespondentOrganization)

CCOPの活動に興味を持ち,共同プロジェクト

を持つことを望む民間合杜などが,管理理事会の下

地質ニュｰス492号�
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管謹旦姜里:薯季会

加盟国代表

議長

副議長

準加盟国代表

牟目次系窪会

顧問グルｰプ

協力国代表

協力機関代表

議長

副議長

技術顧間

名替顧問

;菱司努,苛

事務局長

技術サｰビス課

研修課

庶務･会計課

文書･情報サｰビス課

第3図

CCOPの組織機構.アジアの加

盟国だけでなく,欧米,オセアニ

アなどの多数の先進国が協力国と

して参加しており,今や,グロｰ

バルスケｰルでの国立地質調査機

関のフォｰラムとなりつつある.

承のもとに連絡機関として認められる.

2.3CCO更の機構

現在のCCOPの機構は第3図に示すとおりであ

る.

(1)年次総会(Amua1Meeting)

毎年1回開かれる年次総会は,上記の構成グル

ｰプがすべて参加し,年間の活動を報告しあうとと

もに一,今後の活動計画についての事務局提案につい

て質疑をおこなう場である.そして,プロジェクト

資金提供者としての留力国グルｰプなどの会合(顧

問グルｰプ会合)と,それをもとにした協力国グル

ｰプと加盟国グルｰプの間の意見交換が行われる場

として特に重要である.

年次総会は通常,加盟国の持ち回りで年に1回

開かれ,時期的にも,10-12月の四半期が望ましい

とされている.

(2)管理理事会(SteeringCommittee)

管理理事会は加盟国,準加盟国の政府代表と事務

局のみが参加し,CCOPの基本政策を審議し,決

定するCCOP組織の最高議決機関である.通常,

年に2回開かれ,5月頃の第1回会合はタイで,そ

して,第2回会合は年次総会と同じ場所で,年次

総会に引き続いて,それぞれ開催されている.

管理理事会は以上のように,加盟国の総意を決定

1995年8月号

する場であり,CCOP活動にとってきわめて重要

な機構である.CCOP加盟国の幹事役とでも言う

べき管理理事会の議長は2年任期で加盟国から選

出されるが,現在の議長はマレｰシア政府常駐代表

FatehChand氏(マレｰシア地質調査所長)である.

(3)顧問グルｰプ(Adviso町Group)

顧問グルｰプのメンバｰは協力国と鶴九機関の代

表,および,技術顧問,名誉顧問からなり,その役

割は,事務局が活動計画を策定し,管理理事会の審

議にかける前に,国際的な見地からの評価･助言を

与えることである.丁度,加盟国グルｰプにとって

の管理理事会に相応するもので,このグノレｰプの助

言,コメントは加盟国グノレｰプや事務局の活動やモ

ノの考え方に対し,しばしばr辛口｣のものとなる.

このような外部評価のメカニズムはCCOP活動の

活性化という観点からは大変貴重なものと言えるだ

ろう.

3.CCOPの活動

3.1CCOR活動の形態

CCOPの活動形態は大きく次の5つに分けられ

る:

(1)共同調査

(2)共同研究�
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(3)デｰタマネｰジメント

(4)技術研修

(5)出版

(1)の共同調査はCCOP設立当初に活発に行われ

たが,その後はテｰマ別の(2)の共同研究がほとんど

である(写真4).(3)のデｰタマネｰジメントはコン

ピュｰタｰ技術の発達に伴い,最近特に活発た活動

形態であり,既存のデｰタを編さんし,広域地球科

学図たどとして出版するものである.

さらに,(4)の技術研修はCCOPの基本的た存在

理由にも係わる重要な活動で,(1)から(3)までの各種

プロジェクトのほとんどには,加盟国技術者･研究

者に対するさまざまな形での技術研修プログラムが

組み込まれている.(5)の出版活動はいうまでもなく

各種プロジェクトの成果の普及手段として,また,

CCOP事務局の収入源として重要である.

3.2CCORプロジェクトの実施体制

CCOPの活動分野とその地理的範囲が昨年の組

織名称とマソデｰトの変更により,海域の資源のみ

ならず,沿岸陸域をも含めた地域の応用地球科学分

野全般となったことは冒頭に述べたとおりである.

ただし,このようなCCOP活動の基本方針の変

化は,既に,国連のカサからの離脱が具体的に論議

され出した1980年代半ば以降,実質的に取り込ま

れてきていたものである.その反映として,1991

年には｢新機構計画｣を採択し,CCOPの活動を

以下の3つの分野(セクタｰ)に集約することとな

った:

(1)鉱物資源セクタｰ(Minera1Sector)

(2)エネルギｰ資源セクタｰ(Ener馴Sector)

(3)沿海域セクタｰ(Coasta1ZoneSector)

現在実施されているCCOPプロジェクトは上の

3つのセクタｰのいずれかの活動として位置づけら

れているが,とくに,(3)沿海域セクタｰの分野につ

いては,非資源の分野として海岸立地の地質環境評

価,地質災害の予知･軽減などが含まれ,今後の

CCOPの発展のカギを握る重要な分野と言えるで

あろう.

3.3CCOR活動の実績

CCOPの活動はその創立以来,30年近くにわた

って,東アジア･東南アジアｰ帯の広域的範囲を対

写真4ハンコック市内で開かれた国際シンポジウム

(1992年)で,CCOPの展示ブｰスで説明を受け

られるタイ王室のシリントｰン王女(左から2人

目).右端は先々代事務局長バルセ氏(フィリピ

ン).(CCOP事務局提供)

家として,活発な活動を展開してきたが,そのうち

の主なものをあげると以下の通りである.なお,

CCOPの活動実績の詳細についてはCCOP創立25

周年を記念して出版されたCCOPTechnica1

Secretariat(1991)を参照されたい.

(1)石油･天然ガス広域共同調査(1967-1975)

これは設立当初の主要活動で,時期的には西太平

洋沿海部一帯が石油だと炭化水素資源探査のタｰゲ

ットとたった時期でもあり,主にUNDPからの資

金によって実施された.この調査により,尖閣列島

やタイ湾における炭化水素資源の賦存可能性が初め

て確認された.

また,この時期には,沿海域の漂砂重鉱物(鉄,

スズ,金,レアアｰスなど)の探査もUNDPとオ

ｰストラリアの援助により行われた.

(2)炭化水素資源評価計画(1973-1986)

これは炭化水素を胚胎する堆積金問の広域層序対

比を行うUNDPプロジェクトで,ASCOPE(アセ

アン石油評議会)と共同で行われた.資源ポテソジ

ャリティｰ評価の基礎資料を得ることを目的として

おり,｢タイ湾と南シナ海の第三紀層序対比｣,｢ス

ノレ海,セレベス海およびマカッサル海峡の第三系権

積盆地｣など多くの報告書が出版された.

(3)SEATAR(r東アジアのテクトニクスと資源の

研究｣)プロジェクト(1974-1991)

これは“StudiesofEastAsianTectonicsand

地質ニュｰス492号�
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写真5CCOPの研修風景1イギリス地質調査所の蕩力で行われた堆積盆の熱的モデルワｰクショップ(1992

年)のひとこまで,5カ国,14名が参加した.中央右寄りに講師として地質調査所松林修氏が見える.

(松林修氏提供)

Resources"の略で,CCOPとIOC/UNESCO(ユ

ネスコ政府問海洋学委員会)の共同プロジェクトと

して20年近くもの長きにわたって実施された.

1971-1980の10年間は国連が提唱した｢国際海洋探

査の10年｣(Intemationa1DecadeofOcean亘xp1ora-

tion;IDOE)にあたり,これに合わせて構想された

ものであった.

具体的には,東アジア･東南アジアｰ帯に,ビル

マｰタイ,シャワｰボルネオ,日本一韓国など10のト

ランセクト(断面線)を設け,その各々に沿って集中

的に総合的た地球科学的調査を行い,当時の革新的

な地球観であったプレｰトテクトニクスの観点から

広域的な地質構造と各種資源の胚胎ポテンシャルと

の関連を探ろうとする,雄大な構想のプロジェクト

であった.

日本も,地質調査所や東京大学などがこの枠組み

に積極的に参加してトランセクト調査を完成させる

とともに,日本近海の海洋地質調査や日仏共同の

KAIKOプロジェクトなども実施された.

(4)第四紀地質研究(1976-1986)

UNDPとオランダの協力により行われたもので,

海岸域の漂砂鉱床,海浜砂,海底堆積物などの探

査,調査を行う一方,海岸侵食,地盤沈下,液状化

現象,地滑りなどの自然災害や,港湾開発のための

海底物性評価たどをも対象とし,最終成果として第

四紀地質図を編さんすることも目標とされた.

この間,加盟国の間では第四紀地質の重要性への

1995年8月号

認識が高まり,CCOPに付属する｢広域第四紀地

質センタｰ｣の設立の気運が高まったが,結局実現

には至らたかった.

(5)東アジア堆積盆解析計画(1986-1991)

ノルウェｰ,日本,イギリスなどの協力により実

施されたもので,炭化水素資源のポテンシャル評価

を目的とした｢資源評価ワｰキンググルｰプ

(WGRA)｣が活動の主体となった.とくに日本はコ

ンピュｰタｰによるデｰタマネｰジメントを分担し

た.この計画の成果品として,地質調査所も協力し

て,東アジア堆積盆アイソバック分布図(200万分

の1)が完成し,現在その出版が行われている.

(6)技術研修

CCOPは以上のように･,多様な分野での活動を

続けてきたカミ,これらは,いわゆる成果品を出すこ

とだげが目的ではなく,その過程で,加盟国の技術

者に関連技術を移転する,という研修事業も大変重

要な事業と位置づけられてきた.

各種のワｰクショップ,セミナｰ,ショｰトコｰ

スなどを通じて行われた研修の受講者はこれまでの

総計で3,600名を超えており,この膨大な数字を見

ただけで,CCOPが加盟国の資源分野の技術レベ

ル向上にいかに大きな役割を果たしてきたかがわか

る.(写真5)

3.4CCOPの現行プロジェクト

現在CCOPが進めているプロジェクトの一覧表�
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第1表

CCOPの現行プロジェクト(1994-1995年度(注))

セクタｰ�プロジェクト名�内�容�協力国/�

��協力機関�期間�備�考

石油･天然ガス資源アセスメ�1.海域第三系堆積物の複合マップ作成(タイムス�ノルウェｰ�1992-1994��

ソト(OGRM)�ライスマップツリｰズ,フェｰズ皿)(堆積盆ア����

�イソバック図のディジタル化も含む)����

�2.�フレｰアトラス編さん(砕屑岩と炭酸塩岩)���

�3.�資源アセスメント技術移転のためのワｰクショ���

�ップ,アドバイザリｰサｰビス����

�4.�探査促進フォｰラム開催(於ノルウェｰ)���

広域地殻熱流量図作成�1.熱流量マップ出版のためのデｰタ収集�日�本�1992-1995�地調松林修氏により実施中

エネルギ�2.デｰタ標準化のためのワｰクショップ会合及び��(予定)��

一資源�アドバイザリｰサｰビス(於マレｰシア,韓国����

�ほか)����

地震波層序学�技術移転のためのワｰクショップ開催(於タイ)�イギリス�1992-1995��

���(予定)��

東アジアジオテクトニックマ�環太平洋マッピングプロジェクト(CPMP)の一環�CPCEMR�1986一��

ツブ作成�としての200万分の1スケｰルの編さん及びCD一�本��チｰフコンパイラｰ佐藤正筑波大名誉�

��日���

�ROM出版���教授�

����日本のナショナルコンパイラｰは地調脇�

����田浩二氏�

先第三系アトラス/デｰタベ�1.先第三系の分布及び岩相･岩質のとりまとめ�フランス�1970年代一��

一ス�2.加盟国へのコンサルタントサｰビス�CONOC0社��フランス人専門家Fontaine氏により実施中�

東アジア沿岸水域の浅部地震�1.アトラス編さん出版�イギリス�1991-1994��

波断面アトラス作成����地調からは岡村行信氏がコンタクトパｰ�

�21技術移転のためのワｰクショップ開催���ソンにたっていた�

広域地球科学図ディジタル編�1.広域地質図(フェｰズI)のディジタル編さん及�目�本�1993-1995�

さん(DCGM)�びそのCD-ROM出版��(予定)�コｰディネｰタｰとして地調大久保泰邦�

����氏を長期派遣中�

鉱物資源�2.GISデｰタのディジタル化技術移転のためのワ��(フェｰズI)��

�一クショップ開催(於タイ,フィリピン)���周本側から脇田浩二,野呂春文氏らが協�

����力中�

地質図及び浅部地震波断面作�1.ソフトウェア(SPDATA)の開発�日�本�1992-1994�

成のための海洋地質/海洋地����日本から鎌田清吉氏(地調0B)がコｰデ�

球物理デｰタのコンピュｰタ�2.技術移転のためのワｰクショップ及び技術指導����

化�サｰビス(於インドネシア,マレｰシア)���イネｰタｰとして,また石原文実氏(地調)が講師として協力�

東アジア自然災害図作成�1.地震,火山噴火,地滑り,海岸侵蝕などの地質�目�本�1994-1996�

�災害を対象に,広域的ハザｰドマップ(500万分���地質調査所プ回ジェクトヘのCCOPと�

�の1スケｰル)を編さんする��(予定)�しての組織的協力�

�2.ワｰクショップ,セミナｰ等への加盟国の参加����

�だと����

沿海域�沿海域マネｰジメントのため�1.マレｰツア･ラブアン地域をモデルに準備中�イギリス�1995一�

の地球科学デｰタベｰス�2.技術移転のためのワｰクショップなど��(予定)��

総合的沿海域マネｰジメント�1.技術指導のための専門家派遣�オランダ�1995一��

のための地球科学����オランダ人専門家(1名)が長期派遣中1�

(COASTPlLAN)�2.ワｰキンググルｰプ会合����

�3.巡回セミナｰなど����

おCCOPAmua1Reportをもとに編成

語(注)CCO･の事業年駄暦年と同じ

竃

酬

繭

柵

轟�



CCOP一東アジアの多国間地球科学鴇カフォｰラムｰ

一23一

を第1表に示す.そのうち,主なものについて以下

に御紹介する.

(1)広域地球科学図作成(1987一現在)

現在,主に日本が資金的,人的に援助を行って重

点的に進めている計画で,CCOP地域全体をカバ

ｰするテｰマ別の各種広域地球科学図を編さん,出

版しようとするものである.その出版形態について

も,ディジタル化したものをCD-ROMとして出版

しようとするものである.

これまでのテｰマとしては,

(i)広域空中磁気図(地質調査所石原文実氏編さ

ん)

(ii)広域地殻熱流量図(同松林修氏編さん)

帥)広域地質図(現在CCOP事務局へJICA専門

家として派遣中の大久保泰邦氏の主要業務.地

質調査所脇田浩二,野呂春文各氏が協力)

などがある.

とくに,㈹については,Digita1Compi1ationof

GeoscientificMaps(DCGM)プロジェクトのフェｰ

ズIとして位置づけられている.地質調査所は出版

そのものだげでたく,ディジタル化技術,ディジタ

ル化情報利用技術などの技術移転を含め,東アジア

の地球科学分野における将来の一層の情報化の進展

を念頭に置きだから総合的た協力を推し進めている

ところである.(DCGMの現状の詳細については六

号の脇田(1995)を参照のこと)

このような広域地球科学図の編さんはCCOPの

近年の活動の中でも徐州こ重要性を加えている分野

で,既存のデｰタを編さんして広域的な観点からそ

の利用効率を高めようとするものである.同様の活

動としては,上記のほかに,

㈹東アジア活構造図作成計画

(CCOPとCPCEMR<環太平洋エネルギｰ鉱物

資源評議会〉との共同プロジェクトで,このた

び,そのディジタル化出版を地質調査所が受け

持つこととなった)

(V)東アジア地形図編さん計画

(やはりCPCEMRとの共同プロジェクトで,

USGSが印刷出版を行っている)

などが現在進行中である.

(7)その他のプロジェクト

以上のほか,現在進行中のプロジェクトとして

は,ノルウエｰの協力によるOGRM(Oi1andGas

1995年8月号

ResourceManagement)プロジェクトが実施され,

従来よりさらに詳細な堆積盆デｰタの評価と編さん

などが行われている.ノルウェｰは北海での石油生

産を背景に官民ともにCCOPの,とくにエネルギ

ｰ部門の活動に関心が深く,このOGRMプロジェ

クトにもノルウェｰ政府から総額112万ドルの資金

拠出がなされた.

また,イギリスの協力により,1991年以来,東

アジア沿岸海域浅部地震波断面アトラスの編さん計

画も進行中で(地質調査所からは岡村行信氏が参

加),現在は出版段階に入っている.イギリスは従

来からCCOPへの協力には積極的で,現在は地熱

関連の新しいプロジエクト提案を表明している.

さらに,オランダは1995年度からCOAST-

PLANと称する沿岸域マネｰジメント分野の総合

プロジェクトを発足させ,すでにCCOP事務局に

長期専門家を派遣している.

また,ベルギｰとIOC/UNESCOの路力による

第四紀古地理図の編さんも進行中であり,また,カ

ナダとも今後の協力の枠組みとしてMOU(協力覚

え書き)が昨年のマレｰシア総会の場で調印された.

4.地質調査所にとってのCCOP活動の意義

以上のように御紹介してきたCCOPという国際

機関への協力は,それでは,国立唯一の地球科学総

合研究機関である地質調査所にとってどのようた意

味,意義があるのだろうか?

第一に,地質調査所の研究活動にとっては本来,

国際留力がきわめて重要であるということである.

当然のことだから,地質現象に国境はなく,したが

って地球科学研究はそれ自体きわめて国際的な性格

を持っている.他の分野の研究機関にとっては,国

際研究協力と言えば,欧米などの先進国が主な対象

であるのに比べて,地質調査所の場合は文字通りグ

ロｰバルであること(あるいは,そうならざるを得

ないこと)は,これまでの国際協力活動の実績が如

実に物語っている.

しかしながら,やっかいなことには,地質現象そ

れ自体には国境はないものの,国際協力という我序

の人間活動には常にr国境｣がついて回るのである.

例えば,我々が研究のためにある国に入国して直接

地質現象を観察したり情報を収集したりしたいと希�
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富樫幸雄

望しても,それが実現するかどうかは,はっきりい

えぼ相手の国次第である.また,ある国の優秀な研

究者を招へいして共同研究をしたいと思っても,そ

の人が日本へ出国できるかどうかは,最終的には,

これも相手の国の,あるいは相手の研究所の決める

ことである.

したがって,組織としての地質調査所は,様々な

ケｰスを想定しつつ,国レベル,あるいは研究所レ

ベルでの国際協力の｢枠組み｣というものを普段か

ら常に整備,発展させて行く努力を欠かすことが出

来ない.

第二には,地質現象は本質的にr多国間的｣であ

るということである.日本で観察されるある地質現

象を解明するためには,地理的に近く,地質条件で

も類似性に富む東アジア地域全体からの視点が不可

欠であろう.この意味で,国際協力一般を考えると

き,二国問的な視点のみならず,多国問(いわゆる

マルチ)的,広域的な視点を持つことが必須となっ

てくる.

以上のことから,東アジア地域の国々を加盟国と

する多国間国際機関であるCCOPとの協力を維持,

発展させて行くことは,その加盟国などとの個別の

(二国間的)協力を進めるためにも,また,広域的な

多国間の研究協力を進めるためにも,それらの枠組

みを確保する意味で,地質調査所にとっては大変重

要な国際戦略であることがおわかりいただげよう.

さらに,すでに述べたように,CCOPには協力

国として欧米,オセアニアなどのほとんどの先進国

がその地質調査機関を参加させており,事実上グロ

ｰバルな規模での国立地質調査機関フォｰラムとし

ての性格を持つに至っている.この性格は,世界規

模での情報化の進行によっても加速され,現在

CCOPはICOGS(世界地質調査所コンソｰシアム)

の東アジア地域事務局としての役割を積極的に取り

込もうとしている.

活動内容についていえば,CCOP側も,冒頭に

述べたように,従来の資源重点指向から応用地球科

学一般へと,より普遍的た方向へと発展させてきて

いる･この点でも,わが地質調査所とは将来にわた

り,資源関連のみならず,自然(地質)災害,都市地

質,情報処理,地球科学図作成など,多面的た分野

で協力を行うポテソジャリティｰはきわめて欠き

し･.

最近,地質調査所は今後の中一長期的な将来見通

しの中で3つの最重点研究課題を設定したが,そ

の中の一つに｢東アジアの持続的発展に資する地球

科学的評価の研究｣があげられている.東･東南ア

ジア地域唯一の先進工業国として,急速に発展を続

ける地域諸国に対し,日本のかつての経験をもとに

技術的な支援を与えてゆくことは国の政策の中でも

高いランクに位置づげられていることは周知の事実

である.その中で,国立唯一の地球科学総合研究機

関としての地質調査所は東･東南アジア諸国との研

究協力,技術協力を発展さ笹てゆくべき大きな役割

を担っているといえるだろう.そして,そのこと

が,同時に,日本国内で現象する個別の地球科学研

究テｰマの真の科学的解決にもつながり得るのであ

る.

CCOP活動にたいする地質調査所や国内関連機

関の関心と理解が一層深まり,東･東庸アジア地域

の今後の持続的た経済･社会開発につながらん事を

願う次第である.

本稿を書くにあたり,目鉱探開㈱嶋崎吉彦氏およ

びCCOP事務局のサクダｰ氏には大変お世話にな

った.厚くお礼を申し上げる.
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